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は不明であったが、匿名処理された個票データと国際標準の政策評価法が結合し、プログレサに見られる条件付き所得移転政策のインパクトが多面的に明らかにされた。さらに条件付き所得 を通じて受益者が受け取る補助金 、受益者 課される条件の在り方はそれぞれ多様だが、それらの設計次第では、政策効果が大きく異なることも最近 実証研究が明らか してきた。
　条件付き所得移転政策は、これまで一直
線に改善されてきた訳ではない。まるで陸上競技場のトラックのよう 曲がり角を克服した先に新しい制度や方法 革新が姿を現すようなも であった。まず貧困削減を目指すうえで「条件付き」の意義について述べることから紹介を始めよう●



















親は長期的には子供の就学や人的資本の蓄積を願いつつも、短期的には自らの満足度を高めるような消費を行う可能性があ 。結局子供は就学できず、将来長期間にわたって発生す 収益も考慮した家計全体の最適な意志決定とは異 った選択が、親手によってなされる可能性 ある。収益が発生するまでに長期間必要な教育投資を確実に実行させるために、この うに就学を条件として補助金を支給することで長期的な自己規律を形成す ような政策介入には意義があるだろう。
　第三の意義は、限られた補助金資源を貧


















係の検証は 単純だが政策の因果的効果を推し量ることを可能とする強力な道具であり、出来るだけ弱い仮定の下でデータが確実に示すことは何か 追究する手法（参考文献③）の延長線上にある。患者、医者、製薬会社、許認可を行う政府にとって、薬剤効果の量的把握が欠かせないの 同じく、就学率向上を目指して実施された政策にどの程度効果があり、貧困削減につ がったかを正しく把握することが、望ましい制度設計の第一歩という認識が広まった。
　メキシコの貧困削減政策プログラムであ
るプログレサでも、最初の段階で補助金の受益対象となる家計と、最初 段階で対象とならないものの、後で受益対象となる家計が無作為に区別された。受益開始 タイミングが異な 、というこ 性質を用いて多くの研究者が政策評価を行い、プログラムには効果があることを見出した。これらの家計間の就学率の差は小さく見積もっても五％あり、最大で一五％にのぼる。今はラテンアメリカ 多く 国で普及し、アジアではフィリピン、バングラデシュ、パキスタンでも行われ 政策評価 進んでいる。
　一九九七年に開始されたプログレサの実





















効果を持つので、就学確率を高める効果を持つだろう。一方、補助金自体は市場賃金、親が教育から得る効用 そ ばらつきの大きさには影響しないと想定 ておく。彼らは政策変更によっても変わらないと考えられる市場賃金と親の効用を予め特定し、家計行動の構造に基づき既存の補助金スキームを改善する手法を追究した。彼らは こ
の「構造推定アプローチ」をプログレサの事例に当てはめた。ただし、この手法を採るためには作成した教育投資モデルの現実妥当性を評価・保証しておく必要がある。
　彼らの工夫はこうだ。プログレサの対象
とならなかった統制群のデータと、実験群となった家計について、補助金支給前のデータを用いて家計の意思決定の構造モデルを推定した。そのうえで、推定され モデルに基づき予測値を作成し、補助金支給後の実験群の値と比較して、モデルの現実妥当性を保証した。つまり就学に関して、家計の経済行動の構造を描写 たモデルが出してくる予測値は、補助金を支給され家計の就学行動とほぼ一致したことが分かった。そして現実の家計行動の特徴を捉えたと評価された教育投資モ ルに基づき、別の政策を仮に実施した場合の効果を予測、分析した。







視し、中学卒業ボーナス支給、各農村に中学校建設、条件を付けない所得移転政策、中学卒業までの児童労働を禁止する政策の各効果を予測、比較した。これらの政策メニューの中でボーナス支給が最も卒業を促すと予測されたが、既存の補助金スキームと比べるとコスト効率的 はないこと 明らかにされた。 らに夫婦が結婚時に条件付き所得移転政策が利用可能となった場合、補助金は教育費用を低める め 家計 将来の予算制約を緩和し、子供の数を増やす効果を持つことも明らかにされた。●地域研究、 経済理論 統計的推測
の融合
　今回紹介したトッドとウォルピンの手法
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貧困削減のための制度的イノベーション ―経済学に基づく実験
